
法 学 研 究 科 教 授 会 議 事 要 旨 

 

 

日 時  令和8年3月6日（金）13時17分～14時03分 

場 所  法経研究棟 大会議室（４階） 

出席者  48名（定足数２７名） 

 

議     事 

【 協議事項 】 

１．助教の採用について 

    人事委員会委員長から、助教候補者について資料に基づき説明があった後、可否投票を行い、有効投

票の3分の2以上の多数をもって、同人の助教採用について決定した。 

 ２．学生の異動について 

   教務委員会委員長代理から、学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ３．2025年度秋～冬学期「研究指導」及び「研究演習」の単位認定について 

   教務委員会委員長代理から、2025年度秋～冬学期「研究指導」及び「研究演習」の単位認定について、

資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ４．2025年度3月期博士前期課程修了者及び研究科代表者の認定について 

   教務委員会委員長代理から、2025年度3月期博士前期課程修了者及び研究科代表者の認定について、資

料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ５．2026年度担任教員・指導教員の変更について 

   教務委員会委員長代理から、2026年度担任教員・指導教員の変更について、資料に基づき説明があり、

協議の結果、承認した。 

６．2026年度博士前期課程入学試験（第2次募集）の合格者判定について 

   教務委員会委員長代理から、2026年度博士前期課程入学試験（第2次募集）の合格者判定について、資

料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ７．2026年度博士後期課程入学試験の合格者判定について 

教務委員会委員長代理から、2026年度博士後期課程入学試験の合格者判定について、資料に基づき説

明があり、協議の結果、承認した。 

 ８．優秀な私費外国人留学生（博士後期課程）に対する授業料免除判定について 

教務委員会委員長代理から、優秀な私費外国人留学生（博士後期課程）に対する授業料免除判定につ

いて、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ９．2026年度博士前期課程プログラム変更の可否判定について 

   教務委員会委員長代理から、2026年度博士前期課程プログラム変更の可否判定について、資料に基づ

き説明があり、協議の結果、承認した。 

 10. 大阪大学法学部、大学院法学研究科及び高等司法研究科と 

ウォッシュバーンロースクールとの間における学術交流に関する協定の更新について 

   国際交流室員から、大阪大学法学部、大学院法学研究科及び高等司法研究科とウォッシュバーンロー

スクールとの間における学術交流に関する協定の更新について、資料に基づき説明があり、協議の結果、

承認した。 

 11. 大阪大学大学院法学研究科・高等司法研究科及び知的基盤総合センター  

人を対象とする研究に関する倫理規程の制定について 

   研究推進室長から、大阪大学大学院法学研究科・高等司法研究科及び知的基盤総合センター 人を対象

とする研究に関する倫理規程の制定について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

  

12．法学研究科及び高等司法研究科サバティカル制度に関する申し合わせの改正について 

   推進室長から、法学研究科及び高等司法研究科サバティカル制度に関する申し合わせの改正について、



資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 

【報告事項】 

 １．教育研究評議会（2/18） 

  ２．人文社会科学系戦略会議・人文社会科学系オナー大学院プログラム運営委員会（2/10） 

 ３．教育課程委員会（2/13） 

 ４．国際交流委員会（2/24） 

  ５．入試委員会（2/9） 

  ６．豊中地区事業場安全衛生委員会（2/13） 

  ７．法学研究科運営委員会（3/3） 

 ８．法学研究科教務委員会（2/18） 

   教務委員会委員長代理から、2月18日に開催された同委員会の以下の事項について、資料に基づき報告

があった。 

     ・2026年度新入生オリエンテーションについて 

・2026年度他部局提供の高度教養教育科目・高度国際性涵養教育科目のうち修了要件として認定する

科目について 

 ９．令和8年度における運営体制について 

   研究科長から、令和8年度における運営体制について、資料に基づき報告があった。 

10．広報誌「STOP！研究費不正！」第52号の発行について 

  研究科長から、広報誌「STOP！研究費不正！」第52号の発行について、資料に基づき報告があった。 

 11. その他 

（１）教員の海外渡航について 

 


